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改正内容

(1)個人所得課税の見直しを踏まえた国民健康保険税の見直し

ア'根拠法令地方税法施行令の一部を改正する政令(令和2年政令第264号)

イ条例改正の目的

平成30年度税制改正により、令和3年1月からの個人所得課税が見直され、

給与所得と年金所得のある者に適用される給与所得控除と公的年金等控除の「

部(10万円)にっいて、すべての者に適用される基礎控除に振り替える見直

しを行うこととされた。この影響により国民健康保険税の負担水準に関して不
利益が生じないようにするため軽減判定の見直しを行うもの。

※国民健康保険税の軽減制度について

国民健康保険税は、被保険者の前年中の所得に応じて計算し課税されるが、
低所得者に対する税負担の軽減を図るため、前年中の世帯の総所得金額がー
定基準以下の場合に税額を減額する'

【平成30年度税制改正】

給与所得控除,公的年金等控除から基礎控除への振替

特定の収入にのみ適用される給号.所得控除及び公的無金等控除の控除額を
二律._1_Ω.万円引き.下.げ、基礎控除の控除額を 10万円引き上げる。

給与収入がある者

十10万円

フリーランス、請負、起業等に
よる収入がある者(※)
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公的年金等の収入がある者
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給与所得控除

(X税率)

※給与所得控除'公的年金等控除のないフリーランスなどの事業収入だけの者にっ
いては、基礎控除の10万円引き上げのみが適用される。
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ウ概要

国民健康保険税の減額の対象となる所得の基準にっいて、軽減判定所得の算定

における基礎控除額相当分の基準額を43万円(現行:,33万円)に引き上げる

とともに、被保険者のうち一定の給与所得者と公的年金等の支給を受ける者の数

の合計数から1を減じた数に10万円を乗じて得た金額を加える。

(ア)軽滅判定所得の計算方法(第28条関係)

区分、

7割軽減

基準額

5割軽減

基準額

基礎控除額(33万円)

現行

基礎控除額(33万円)

2割軽減

基準額

+28.5,万円X被保険者数

<伊上 5割軽減(一人世帯・給与収入のみ)の場合>

基礎控、除額(33万円)

+52万円X被保険者数

巨到

基礎控除額(43万円)

+10万円X (給与所得者等の数一 1)

10万円 1

基礎控除額(43万円)

給与所得控除の額

十28.5万円X被保険者数

十 10万円.X (給与所得者等の数一 1)

改正後

厘画

基礎控除額(43万円)

給与収入額

十52万円X被保険者数

十10万円X (給与所得者等の数一 1)

日軽減判定基準額(旦3冱巴十28.5万円)

給与所得控除の額

A 軽減判定所得

L

10万円

※給与所得控除額の10万円減少に伴い、.軽減判定基準額を10万円増加しなけれぱ、
これまで軽減を受けていた人が軽減措置に該当しなくなる。

給与収入額

B 軽滅判定基準額'(43五田+28.5万円)

A 軽減判定所得

(イ)その他所要の整備(附則第2項関係)

附則第2項で規定している年齢65歳以上の者の公的年金等所得に係る課税

の特例について、今回の改正による規定の読み替えを行うための所要の整備を

イテうもの。

施行期日等

令和3年1月1日。令和3年度以後の国民健康保険税から適用する。

2

軽減判定所得(A)が軽減判定基準額(B)

/

工

以下であれぱ保険税を軽減する。

軽減判定所得(A)が軽減判定基準額(B)
以下であれば保険税を軽減する。

,
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2 長崎市国民健康保険税条例新旧対照表(抜粋)

第1条~第.27条

(保険税の減額)

第28条次の各号のいずれかに掲げる保険税

の納税義務者に対して課する保険税の額は、

第5条第2項本文の基礎課税額からア及びイ

に掲げる額を減額して得た額(当該減額して

得た額が63万円を超える場合には、63万円)、

同条第3項本文の後期高齢者支援金等課税額

からウ及ぴ工に掲げる額を減額して得た額

(当該減額して得た額が19万円を超える場合

には、19万円)並びに同条第4項本文の介護納

付金課税額からオ及び力に掲げる額を減額

して得た額(当該減額しで得た額が17万円を

超える場合には、17万円)の合算額とする。

a)法第703条の5に規定する総所得金額及

び山林所得金額の合算額が、33万円を超え
ない世帯に係る納税義務者

現1テ

(略) 第1条~第27条

(保険税の減額)

第28条次の各号のいずれかに掲げる保険税

の納税義務者に対して課する保険税の額は、

第5条第2項本文の基礎課税額からア及びイ

に掲げる額を減額して得た額噛該減額して

得た額が63万円を超える場合には、63万円)、

同条第3項本文の後期高齢者支援金等課税額

からウ及び工に掲げる額を減額して得た額

(当該減額して得た額が19万円を超える場合

には、19万円)並ぴに同条第4項本文の介護納

付金課税額からオ及び力に掲げる額を減額

して得た額(当該減額して得た額が17万円を

超える場合には、.17万円)の合算額とする。

①法第703条の5に規定する総所得金額及び

山林所得金額の合算額が、43万円(納税義

改正案

(略)

者並びにその世帯に属する国民健康保

険の被イ険者及び特定同ア世帯所属者の

うち給与所得を有する者(前年中に法第

703条の51こ規定する総所得金額に係る所

得税法第28条第・U釦二規定する給与所得に

ついて同条第3項に規定する給与所得控除

額の控除を受けた者(同条第'杠則こ規定す

る給与等の収入金額が55万円を超える者

に限る。)をいう。(以下この号において

同じ。)の数及び公的年金等に係る所得を

有する者(前年中に法第703条の5に規定す

る総所得金額に係る所得税法第35条第3項

に規定する公的年金等に係る所得につい

て同条第4項に規定する公的年金等控除額

の控除を受けた者(年齢65歳未満の者にあ

つては当該公的年金等の収入金額が60万

円を超える者に限り、年齢65歳以上の者に

あっては当該公的年金等の収入金額が110

万円を超える者に限る。)をいい、給与所

得を有する者を除く。')の数の合計数(以

下この条において「給与所得者等の数と

3

いう。)が2以上の場合にあっては、 43万



ア~カ(略)

②法第703条.の51こ規定する総所.得金額及

ぴ山林所得金額の合算額が、33万円に被保
険者及び特定同7世帯所属者1人につき28

万5,000円を加算した金額を超えない世帯

に係る納税義務者(前号に該当する者を除

<。)

(公的年金等に係る所得に係る保険税の課

税の特伺D

2 当分の間、世帯主又はその世帯に属する国

民健康保険の被保険者若しくは特定同一世

帯所属者が、前年中に所得税法第35条第3項

に規定する公的年金等に係る所得(次項から

円に当該給与所得者等の数から1を減じた

数に10万円を乗じて得た金額を加算した

ア~カ(略)

③法第703条の51こ規定する総所得金額及

び山林所得金額の合算額が、33万円に被保
険者及び特定同」世帯所属者1人にっき52

万円を加算した金額を超えない世帯に係

る納税義務者(前2号に該当する者を除

< 6 )

金額)を超えない世帯に係る納税義務者

ア~カ'(略)

②法第703条の51こ規定する総所得金額及

び山林所得金額の合算額が、43万円(納

税義務者並ぴにその世帯に属する国民健

康保険の被保険者及び特定同一世帯所属

者のうち給与所得者等の数が2以上の場

合にあっては、43万円に当該給与所得者

等の数から1を減じた数に10万円を乗じ

て得た金額を加算した金額)に被保険者

及ぴ特定同一世帯所属者1人につき28万

5,000円を加算した金額を超えない世帯

に係る納税義務者(前号に該当する者を

除く。)

ア~カ、(略)

③法第703条の5に規定する総所得金額及

び山林所得金額の合算額が、43万円(納

ア~カ(略)

第28条の2~第31条(略)

附則

1 ,(略)

税義務者並びにその世帯に属する国民健

(公的年金等に係る所得に係る保険税の課

税の特伊D

2 当分の間、世帯主又はその世帯に属する国

民健康保険の被保険者若しくは特定同一世

帯所属者が、前年中に所得税法第35条第3項

に規定する公的年金等に係る所得(次項から

康イ険の被保険者及び特定同一・世帯所属

者のうち給与所得者等の数が2以上の場

合にあっては、43万円に当該給与所得者

等の数から1を減じた数に10万円を乗じ

て得た金額を加算した金額)に被保険者

及び特定同一世帯所属者1人につき52万

円を加算した金額を超えない世帯に係る

納税義務者(前2号に該当する者を除く。)

ア~カ(略)

第28条の2~第31条、.(略)

附則

1 (略)
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附則第6項までにおいて「公的年金等所得」

という。)について同条第4項に規定する公的

年金等控除額(年齢65歳以上で,ある者に係る

ものに限る。次項から附則第6項までにおい

て「特定公的年金等控除額」という。)の控

除を受けた場合における第28条の規定の適

用については、同項中「法第703条の5に規定

する総所得金額」とあるのは、「法第703条

の5に規定する総所得金額(所得税法第35条

第3項に規定する公的年金等に係る所得につ

いては、同条第2項第1号の規定によって計算

した金額から15万円を控除した金額による

ものとする。)」とする。

附則第6項までにおいて「公的年金等所得」

という。)について同条第4項に規定する公的

年金等控除額'(年齢飾歳以上である者に係る

ものに限る。次項から附則第6項までにおい

て「特定公的年金等控除額」という。)の控

除を受けた場合における第28条の規定の適

用については、同条中「法第703条の引こ規定

する総所得金額及び山林所得金額」とあるの

3~22 (略)

は「法第703条の51こ規定する、総所得金額(所

得税法第35条第即則こ規定する公的年金等に

係る所得については、同条第2項第1号の規定

によって計算した金額から.15万円を控除し

た金額によるものとする。)及び山林所得金

額と

」とする。

3~22 (略)

「110万円とあるのは「125万円
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